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ナノテクノロジー
研究開発 ・事業化戦略
に必須な社会受容の追求

１．はじめに

　ナノテクノロジーは 21 世紀の社会の発展のキーテク
ノロジーと考えられ，各方面の研究開発，そして一部製
品化も進んでいる．しかしながら，例えばカーボンナノ
チューブのようにナノ材料は人類が創出した新材料であ
り，その人体に及ぼす影響については未知である．こう
したナノ材料の安全性とリスクの評価と管理についての
議論が近年急に高まってきている．ナノテクノロジーの
社会受容の概念が国際的にも大きく取りあげられ標準化
活動にまで発展している．ナノテクノロジーの発展のた
めの基盤となる問題である．今回，このナノテクノロジー
の社会受容の議論の状況について，国内および国際的に
も議論の中心となって活躍されている独立行政法人 産業
技術総合研究所 ナノテクノロジー戦略ワーキンググルー
プを訪ね，総括主幹 阿多誠文氏，および，同グループ主
幹 石津さおり氏にお話を伺った．なお前半に石津氏から
ご説明（下記 2章，3章および４．２項）を頂いた後，後

半阿多氏も加わってお話（下記４章のその他の項と５章）
を聞いた．

２．ナノテクノロジーの社会受容について

２．１　ナノ材料の社会受容とは

　ナノテクノロジーは未知の革新技術であるための予知
できないリスクが存在する可能性を秘めている．ナノ材
料が人の健康障害を起す可能性を示唆する報告も種々現
われてきているが，こうしたリスクの存在はナノテクノ
ロジーに対する漠然とした不安を呼び，ナノテクノロジー
の社会への受け入れの妨げとなる．ナノテクノロジーの
有益性を，それが社会に与える影響も含めて理解して，
技術が社会に受け入れられることを目指す，所謂，ナノ
テクノロジーの社会受容が近年大きく取りあげられ議論
されている [1]．
　ナノテクノロジーの社会受容の課題を図 1で説明する．
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図 1　ナノテクノロジーの社会受容の課題（提供：産総研）
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図中の上半分は研究開発推進の課題であり，下半分は社
会受容の課題である．社会受容の課題では，健康への影
響を調べ，リスク評価を行い，管理策を探り，一般の人
の技術やリスクに関する知識を増やしてもらう，即ちリ
テラシーの向上を図ることなどが課題である．また，倫
理的問題はナノテクノロジーによる人体改造の議論で，
そもそもリスクを考える発端となった課題であり，これ
はまた法律的問題を含んでいる．さらに，ナノテクノロ
ジーを産業化し社会の発展に貢献させるためには，リス
クの評価，管理を含むナノテクノロジーの国際標準化，
実用化・産業化戦略や知的財産戦略，さらに教育・人材
育成の課題に取り組んで，産業の国際競争力を維持する
必要がある [2]．

２．２　ナノ材料の使用状況とリスクの存在

　ナノテクノロジーのリスクのなかで，特に重要なもの
はナノ材料に関するものである．ナノ材料では将来に向
けた研究開発も盛んに行なわれているが，すでに多くの
製品が使われている．ナノ材料の種類と用途について，
厚生労働省から出された "ナノマテリアルの安全対策に関
する検討報告書（2009.3.31）" のなかに表 1のデータが
ある [3]．ナノ材料は化粧品，家電・電気電子製品，塗料・
インクの用途に既に多く使われており，家電・電気電子
製品，医薬品および塗料・インクの用途に今後の大きな
伸びが見込まれている．
　図 2は経済産業省の " ナノマテリアル製造事業者等に
おける安全対策のあり方研究会報告書（2009.3.31）"[4]
に示されているデータで，主要 6物質について国内生産

量を示している．なお，現在国内で生産されているナノ
材料の生産量の 99%以上をこれら 6個の物質が占めてい
るとのこと．多くの材料はナノサイズの 1次粒子は製造
過程で凝集し，1桁～ 2桁以上サイズが増大した凝集体
としてユーザに供給されることが多い．
　「こうしたナノ材料の使用に対して，材料自体のリスク
を取り上げている論文も多いが，動物や細胞による実験
に限られている．そうした実験のなかでも本格的で注目
すべき論文が 2007 年 12 月に国立医薬品食品衛生研究所
から出された [5]．多層カーボンナノチューブ（CNT）や
アスベストなどをマウスの腹腔内に投与する実験で，多
層 CNT とアスベストについて腹腔内に同様の中皮腫の発
生を確認している．これ以降，こうしたナノ材料の安全
性に関する研究が活発になり始めている」と石津氏は
語る．
　ナノテクノロジーは，表 1にも示すように様々な分野
に使われるが，独立行政法人 産業技術総合研究所（以下
産総研と略称）の中西準子氏は，ナノテクノロジーの用
途をナノ材料の人体への暴露の性格により二つに分類す
ることが重要であると指摘している [6]．一つは，ナノ材
料の産業利用のように意図せずに受動的に暴露する場合
であり，もう一つは，医療目的のようにリスクを承知の
上で，しかしメリットを享受するために能動的に暴露す
る場合である．化粧品や特殊な食品などで意識的にナノ
材料のメリットを活用するものでも，広まってしまうと，
その意識が薄れることがある．この場合は能動と受動の
中間で両方の性質を持つことになる．能動暴露は，効用
と副作用との関係評価に基づく管理の仕方になり，一方，
受動暴露では体内に入る経路，即ち暴露の状況によるリ

表 1　ナノ材料の用途（出典：参考資料 [3]）
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スクを含めて評価をする必要があり，能動暴露，受動暴
露ではリスク管理のあり方は全く異なる．

３．ナノ材料のリスク評価・管理の考え方

３．１　リスクの要因

　固体材料のサイズを小さくして行くと，粒子の場合，
同一質量であれば，表面積が増大する．一辺が 1cmの 1
個の立方体物質を分割して一辺が 10nmの立方体にした
とすると，物体の数量は 1018 個，表面積は 106 倍に増
加する．ナノ材料で表面が反応に関わるとすれば単純に
面積が増加しただけでも活性度が高まる [2]．また超微細
化したときにバルクのときと材料そのものの性質が変わ
ることもあり得る．そうした特徴はナノテクノロジーの
利点として活用されるが，一方でその表面活性が人体の
細胞を攻撃する懸念を起させる． 近年，表面積の増加と
細胞組織への影響の関係についての評価研究も国内外で
種々なされているが，まだ，分からないことが多い [1]．
また，ナノ領域において新たに生まれる材料もある．CNT
がその例で，前述のように繊維状のものでアスベストと
同じ障害を起こすのではないかと言われている [5]．更に，
こうした極微細な物質は身体の奥深く入りこむことを考
慮する必要があり，暴露評価の重要課題となる．

３．２　リスク管理の考え方

　リスクがゼロということはあり得ないので，リスクを
管理することが必要となる．分かり易い例として，交通
事故の例が挙げられている．この場合，交通事故の可能

図 2　主要ナノ材料の生産量とその粒径（出典：参考資料 [4]）

性にたいして「安全基準を満たす車」と運転免許制度や
交通法規のような「社会システム」とによりリスク管理
が上手く行なわれている [2]．ナノ材料の場合も，安全に
使っていくための管理手法が問題となる．ナノ粒子の場
合のリスクは次のように考えられている．
リスク ＝ ナノ粒子の有害性 × ナノ粒子との接触

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（暴露量）
　仮にナノ粒子の有害性が大きくても，ナノ粒子との接
触が少なければリスクが少ないことになる．この定義に
基づけば図 3に示すリスク管理の基本的考え方が得られ
る [2]．
　ここで必要となるのは，ナノ材料の有害性の評価およ
び粒子と接触の起る可能性，即ち，暴露量の評価である．
一般の化学物質であれば，物質に対応した有害性情報が
明確であり，定量的暴露評価手法が確立されている．ナ
ノ材料の場合，構造・形態・寸法も様々であり，かつ計
測が困難な場合が多い．小さいので外気の影響を受け易
い等の問題もある．ナノ粒子の有害性評価の課題，および，
暴露量評価の課題については，表 2のような項目が挙げ
られている．こうした課題の追求と，リスク管理の具体
化について国際的に活動が進められている．

４．ナノテクノロジー社会受容に関する国内外
の動向

４．１　ナノテクノロジー社会受容を誘導する国際的議論
と国内の対応

　ナノテクノロジーの社会受容の方向付けに一番大
きな影響を与えてきたのは，International Dialogue 
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（注 1）ISO：International Organization for　Standardization 
国際標準化機構
（注 2）TC：Technical Committee
（注 3）IEC：International Electrotechnical Commission 国際電
気標準会議

ナノ粒子の有害
性評価とは？

サイズ効果？
繊維としての有害性？　
・繊維の毒性パラダイムでは長い繊維の方が毒性
　が強いと考えられている．
ナノ材料（製品）ごとに有害性が異なる
例：CNTと二酸化チタン，単層 CNTと多層 CNT，
A社製と B社製

ナノ粒子の暴露評

価とは？

暴露経路：　経気道，経皮，経口
労働環境，製品使用，環境経由
暴露のシナリオ，環境動態，排出シナリオ
ナノ粒子の計測スキル

表２ ナノ粒子の有害性評価および暴露量評価の課題
（参考資料 [2] より作成）

図 3　リスク管理の考え方   （提供：産総研）

on Respons ib le  Research  and  Deve lopment  o f 
Nanotechnology である．2004 年 6 月に NSF（National 
Science Foundation アメリカ国立科学財団）が支援して
始まり，第 1 回が米国バージニア州アレクサンドリア
で，第 2回は 2006 年 6 月に東京の学士会館，第 3回は
2008 年 3 月にベルギーのブラッセルで開催された．こ
こではこれまで，ナノテクノロジーに関して環境・健康・
安全性の課題，倫理・法・社会的影響の課題，発展途上
国への支援の課題，人材育成の課題，国際標準化の課題，
知的財産の課題等が議論された．グローバルな課題への
取り組みに関する活動を開始させるには，先に国際間の
合意を作ることが重要との考えに基づくもので，米国は
環境・安全性・健康の課題で OECD（Organization for 
Economic Co-operation and Development：経済協力開
発機構）を動かそうと考えた．また，ナノテクノロジー
の国際標準化の課題では，Nanotechnologies については
ISO（注 1）/TC（注 2）229 を，Nanoelectronics については
IEC（注 3）/TC113 を動かすことを狙いとした [7]．

　日本国内では，阿多氏達が平成 17 年（2005）度科学
技術振興調整費プロジェクトで " ナノテクノロジーの社
会受容促進に関する調査研究 " を 1年間実施し [8]，その
結果に基づいて 2006 年の第 3期科学技術基本計画にお
けるナノテク分野戦略のなかに”社会受容のための研究開発”
の項目を盛り込ませることができた．ここから後述の社
会受容についての多くのプロジェクトがスタートしてい
る．
　また国際標準化にも対応するようになった．ナノテク
ノロジーの研究開発において社会受容に少なくとも研究
開発予算の 5%くらいは注ぎ込んで，併行して進めるべ
きであると阿多氏は語る．そして「ナノテクノロジーの
研究開発にたいして光と影という言葉を使って社会受容
を性格付ける人がいるが，影という言葉はやめるべきで
ある．リスク管理はコーポレートが取り上げるべきもの，
評価法や管理策の国際標準化は産業の国際競争力にも関
わる重要課題である．即ち，社会受容はナノテクノロジー
に対する理解を深めることと共に，産業化戦略課題とし
て積極的に取り組むべき課題でもある．」

４．２　ナノテクノロジーの社会受容に関する国内プロ
ジェクト

　第 3期科学技術基本計画を受けて，国内では図 4に示
すように多くのプロジェクトが，府省や独立行政法人研
究機関，大学を挙げて展開されつつある．この一覧のな
かで，一番規模の大きいのは産総研が中心となっている
NEDOプロジェクトの "ナノ粒子特性評価手法の研究開発 "
である．このプロジェクトは，CNT，フラーレン，二酸
化チタンの 3物質群のリスク評価書を作成することを目
的としている．ナノ材料はこれから大きく発展する分野
であり，リスクの変化が推察できるリスク予測書の性格
を持つ．2009 年 10 月 16 日に中間報告が行なわれてい
る [9]．
　阿多氏のグループではナノテクノロジー戦略事業（社
会受容）を推進しており，国内外の情報収集を行い，社
会受容課題の国内での産業戦略化や国際標準化の促進に
貢献すると共に，Web サイトでの情報発信，シンポジウ
ムやディベートの開催等の活動をしている．また，科振
費プロジェクト（リーダ：東京大）に加わり，（独）物質・
材料研究機構（NIMS）とも協力しデータベース指標の構
築に当たっている [10]．
　国立医薬品食品衛生研究所（NIHS），国立環境研究所
（NIES），（独）労働安全衛生総合研究所（JNIOSH），（独）
農業・食品産業技術総合研究機構の食品総合研究所（NRFI）
もそれぞれの担当分野でのナノテクに関わる評価研究を
行なっている．また，各府省も，検討会を設け，ガイド
ラインの構築に当たっている．
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４．３　リスク評価・管理および標準化に関する国際動向

　リスク問題に対して OECD は，化学部会のなかに
WPMN（Working Party on Manufactured Nanomaterials 
工業ナノ材料安全部会）を設け，図 5に示すようなプロ
ジェクトを作って活動している．この図にはないが，極
く最近，Pj.9 が設けられ，ナノ材料のグリーン・サステ
ナブル社会に向けた開発を扱うことになっている．これ

らプロジェクトのなかで"Pj.3：代表的ナノ粒子の試験実施"
が基本的に一番重要で，スポンサーシッププログラムと
なっている．代表的なナノ材料 14物質について各国が自
主的に特定材料のスポンサーとなって情報収集および試
験を行なうものであり，日本と米国がフラーレンおよび
単層 /多層 CNTのスポンサーになることを表明している．
この結果により管理策を決めていくことになっている．
これらに対応する日本の組織は経済産業省，厚生労働

図 5  工業ナノ材料の管理策策定に関する国際活動（提供：産総研）

図 4   国内のナノテクノロジーの社会受容に関する研究プロジェクト一覧   （提供：産総研）
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省，環境省と関連研究機関であり，さらにNBCI（ナノテ
クノロジービジネス推進協議会）社会受容・標準化委員
会が民間とのインターフェースの役を担っている．また，
OECD の 中 に は BIAC（Business and Industry Advisory 
Committee to the OECD）という DuPont, Degussa 等が参
加する民間組織があり，（社）日本化学工業協会が対応し
ている．
　工業標準化も 2004 年頃から動きだしている．この年
ヨーロッパで CNT 標準化の会議が行なわれていたが，英
国からの提案で 2005 年 ISO の中にナノテクノロジー標
準化の TC が，2006 年 IEC にナノエレクトロニクスの標
準化の TCが作られた．以後 ISO と IEC の TC はジョイン
トで開催を続けている．日本でも 2005 年にこれに対応
する組織体制がつくられている．図 6は ISO と IEC の標
準化活動体制で，日本の対応組織も併記している．ナノ
テクノロジー標準化国内審議委員会は日本工業標準調査
会のもとに産総研を事務局として設けられている．
　ISO/IEC の標準化活動は，多数の課題についてプロセス
を組み，段階を踏んで作業を進め，最終的に標準にする
かどうかの判断を行なう．J（ジョイント）WG1では用語
関係，JWG2 では計量・計測の作業が進んでおり，WG3
は安全・環境，WG4で材料規格がとりあげられているが，
近くナノ製品についてのWGが新たに発足すると思われ
る．

４．４　ナノテクノロジーのリスク管理に関する各国の動き

各国の動き：
　各国でナノ材料の管理策が動いている．ナノ材料の製
造や輸出に際しての事前登報告制度を，英国の環境・食料・
農村地域省が 2006 年～ 2008 年に試行，米国環境保護

庁も 2008 年から実施している．材料特性，有害性，使
用目的，暴露の可能性，リスク管理などの自主的報告を
促すものであるが，報告率が極めて低いという問題が出
ている．しかし，米国の各州や多くの国も同様な制度の
検討を進めている．自発的登録制が上手く機能しないの
は報告のための情報を作るためには人や資金の大きなリ
ソースが必要であり，また企業にとっての見返りがない
ことによると考えられる．

日本の動き：
　日本では 2007 年 3 月 31 日に経済産業省から " 平成
18 年度超微細技術開発産業発掘戦略調査（ナノテクノロ
ジーの研究・製造現場における適切な管理手法に関する
調査研究）報告書 "が出された．自主管理ガイドライン作
成等の検討に役立てることを目的としている [11]．2009
年 3月 31 日には，厚生労働省から労働基準局長通知 " ナ
ノマテリアルに対する暴露防止のための予防的対応につ
いて " および " ナノマテリアルの安全対策に関する検討会
の報告書 "[3] が，また環境省から " 工業用ナノ材料に関
する環境影響防止ガイドライン "[12] が，そして経済産業
省から "ナノマテリアル製造事業者等における安全対策の
あり方研究会報告書 "[4] が出されている．

民間の動き：
　民間の動きも進んでいる．海外では BASF 社，Bayer 社，
DuPont 社など大手化学企業が安全性や暴露評価を自主的
に実施すると共に，行動規範やガイドラインを自主的に
策定している [1]．国内でのリスク管理の実施例としては，
東レが CSR（Corporate Social Responsibility）ガイドラ
インを作っており，昭和電工はレスポンシブル・ケア活
動の中にナノ材料を含ませている [2]．

図 6   ナノテクノロジーに関する国際標準化活動体制（提供：産総研）
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Risk Communication：
　2009 年 7 月の Nature に，米国の公的研究機関からの
投稿で，こうした国の施策もよいが，情報共有化こそ今
求められているとの記事が掲載された [13]．製品ごと，
企業ごとにデータが異なるような多彩なナノ材料におい
て，個別企業では対応できない評価や，判断の困難な管
理手法について，出来るだけ多くの組織で情報を共有す
ることで，効率的な評価データの収集，それらを総合し
ての管理判断基準や管理手法のガイドライン作成が可能
となろう．即ち，①様々な機関の間でリスク研究と規制
に関する情報共有システムと，②政府と民間の新しいパー
トナシップの構築とが必要とされる．すでに米国では
Good Nano Guide，ヨーロッパで Responsible Nano Guide
がポータルサイトを設けて民間企業に役立つ活動を開始
している．産総研も "ナノテクノロジーの社会受容ポータ
ルサイト "を日本語と英語で開設し，上記海外の情報ポー
タルサイトとも連携して広く情報の収集，発信を行なっ
ている．

５．ナノテクノロジーの研究開発と社会受容

ナノテクノロジーの実用化フェーズを迎えて：
　日本では 2001 年からナノテクノロジーに対する戦略
的な研究開発投資が始った．新聞・雑誌も挙ってナノテ
クノロジーを取り上げた．ところが 2003 年をピーク記
事の数は急速に落ち込んでいる．これはナノテクノロジー
に対する関心が大きく下がっていることを示している．
これに対して米国は，2001 年以前からかなりの記事があ
り，徐々に安定して増加しており，日本のような大きな
下落はない．米国は最近研究成果の技術移転に力を入れ
ているという．「米国では NSF が国の政策として Science
と Science Fiction の区別を着実に行なってきた．例え
ば，K. Eric Drexler の予言したナノテクノロジーにより
自己複写し続けるロボットが出来るという考えが，SF 小
説になり，ベストセラーになった時，ノーベル賞科学者
Smalley と Drexler にナノテクノロジーの公開討論をさせ
て Fiction による騒ぎを抑えることもしている．また，米
国では早い時期からリスクの問題を慎重に取り上げてき
たことが挙げられる．ヨーロッパも同様であるが，日本
にはそうした考えが出来ていなかった．」と阿多氏は日本
と欧米の違いを説明した．また，氏は「日本においても
今やナノテクノロジーの研究成果の実用化推進フェーズ
にあり，下落した関心をゆっくり上昇に向かわせる必要
がある．第 4期科学技術基本計画では社会受容を含むナ
ノテクノロジーの実用化戦略が必要であり，テーマを絞っ
た集中投資が望まれる」と強調した．

Application と Implication：
　「遡れば，1999 年 7月のブタベストでの世界科学者会
議での " 科学と科学的知識の利用に関する世界宣言 " のな

かに"社会における科学，社会のための科学"の項目が入っ
ており，科学技術と社会との関係を問い直していく考え
はこのあたりから出てきたと思う．このコンセプトは日
本では，ナノテクノロジー研究開発への集中投資が始っ
た 2001 年からの第 2期科学技術基本計画に言葉として
入り，前述の通り 2006 年の第 3期科学技術基本計画か
ら具体的に標準化やリスク評価が政策的に明文化された．
開発技術が一方的に社会に応用されていく Application に
対して，それが社会にもたらす影響を明らかにしそれを
科学技術の研究開発にフィードバックする Implication を
考えていくことが必要であり，この考えはナノテクノロ
ジーで初めて出てきたものだと思う．これは責任ある技
術開発ということで，我々が追及している社会受容の基
本である．」と阿多氏は語る．

ナノ材料の追求とリスク管理基準：
　標準化について ISO/IEC の会合は既に回を重ねている
が，まだ標準化の進展は初期の段階にあるという．安全
性評価については OECD が進めており，最近グリーン化
を扱う Pj.9 が計画されるなど，活発化に向いつつあるが，
評価データの出るのはこれからである．しかし，一方で，
ナノテクノロジーの研究開発は実用化フェーズのものも
ある．即ち，ナノテクノロジーの研究開発の展開と，こ
れから展開する安全性評価との間には時間的なずれが存
在する．この問題に関して阿多氏は次のように述べてい
る．「科学的な安全性評価が出てから研究開発を行なうべ
しという慎重論もあるが，それはナノテクノロジーで得
られる利益を損なうことになりかねない．ナノ材料でも
バルク材料の性質からリスクをある程度予測してリスク
管理する．一方，CNT のように革新的材料で予測できな
いものもあるが，これについては精力的な評価試験が必
要であろう．研究者の理解ある協力体制が望まれる．気
をつけるべきものを理解して管理することが基本である．
いずれにしても，ナノテクノロジーはこれから大きく進
展するものであり，リスク管理も対応して変化して行く
必要に迫られよう．そのあり方としては，研究と規制を
組み合わせた順応管理 [5] がよいと考える．すなわち，先
ずは考えられる範囲の管理基準で研究開発を進め，安全
評価の進展に対応して管理基準を修正していく．DuPont
を代表とする米国の考えは，現実的に個々の材料ごとに
管理基準を定め，Adaptive and Iteration を旨とするフレ
キシブルな考えで，日本もこれに近い．この議論はリス
クガバナンスの課題と言える．」

６．むすび

　ナノテクノロジーが 21世紀の人類の発展に果たす役割
の重要性，そして，広く多彩な領域に浸透して行くこと
を考えれば，それが有するリスクについて真剣に対応し
ていくことが肝要であることは言うまでもない．
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　今回の取材を通して，欧米各国がナノテクノロジーの
リスク問題に積極的に向き合っており，標準化活動も進
んでいる状況，日本においてもナノ材料のリスク評価活
動やリスク管理への動きが始まっている状況，国際標準
化への貢献が重要であることなどを知ることができた．
ナノ材料はこれから大きく進化するものであり，リスク
内容の変化もありうるわけで研究開発者の理解，開発・
事業における社会受容を織り込んだ戦略などが強く望ま
れている．
　阿多グループが国内における社会受容の議論を促進さ
せ，国の政策や研究開発における社会受容の概念と施策
の流れを創りだされたご努力とその成果，そしてその意
義を理解することができた．今後も内閣府を中心とする
各省の連携への支援，および，国内外の情報共有化に引
き続き注力されるとのこと．そのご活躍に敬意と期待を
抱いて取材を終了した．
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